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１．はじめに

本論文の目的は，質問票調査にもとづき，国

内のコワーキングスペースの実態を明らかにす

ることにある。より具体的には，ウェブ調査を

実施し，国内で稼働している施設の全数に近い

（２０１４年７月時点）と考えられる３６５スペー

スのうち，１５２スペースから得たデータを分析

し，施設，運営組織，戦略，活動，利用者，成

果，という６つの視点からスペースの実態に関

する記述統計の結果を示す。

ここで，コワーキングとは，「働く個人があ

る場に集い，コミュニケーションを通じて情報

や知恵を共有し，状況に応じて協同しながら価

値を創出していく働き方」を意味する（宇田，

２０１３）。また，コワーキングスペースとは，コ

ワーキングを実践する個人が物理的に共有する

ワークスペースを指す。

このような働き方や働く場は，特定の企業内

での労働や企業オフィスと比して，ワークスタ

イルの柔軟性や交流するメンバーの多様性，場

の開放性の高さなどが期待されることから注目

を集めている。実際，近年，欧米を中心に各国

でコワーキングスペースが次々に開設され，そ

の数は今や世界で約６，０００１），国内で３５０以上に

のぼる。しかしながら，コワーキングという働

き方やコワーキングスペースという働く場に関

する現状把握は依然として十分ではないと思わ

れる。そこで，本論文では，関連する領域の研

究者はもちろん，スペースの運営者や業界に参

入を試みる者の実践に資するように，質問票調

査で得られたデータにもとづき，国内のコワー

キングスペースをめぐる実態を記述していく。

次節以降の構成は次の通りである。２節で

は，コワーキングに関する先行研究の整理・検

討を行う。３節では，本論文の具体的な方法に

ついて説明する。４節では，３節で記した方法

にもとづいて収集されたデータの分析結果を記

述する。５節では，４節で示された分析結果に

ついて考察を試みる。６節では，それまでの議

論を整理するとともに本論文の意義と今後の課

題を提示する。

２．先行研究

２．１ コワーキングをめぐる理論的動向

コワーキングという働き方やコワーキングス

ペースという働く場の端緒は，フリーのエンジ

ニアとして活動していたブラッド・ニューバー

グ（Brad Neuberg）が，２００６年にサンフラン

シスコにて「ハット・ファクトリー（Hat Fac-

tory）」を開設し，友人とともに働き始めたこと

にあるとされる２）。それ以来，同様の試みがア
１）deskmagの２０１４年１２月１９日の記事
（http://www.deskmag.com/en/these-majo
r-coworking-conferences-events-barcamp
s-will-take-place-in-２０１５）を参照。deskmag
は，コワーキングに関するオンライン・マガジ
ンであり，後述する Global Coworking Sur-
veyを実施している。

２）『開発こうほう（北海道開発協会）』５９３，p．２。な
お，コワーキングという現象の展開の詳細につ
いては，たとえば，宇田（２０１３）や埴淵（２０１４）
を参照。
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メリカの大都市を中心に広がるとともに，ヨー

ロッパや他地域にも伝播していった。その結

果，先述のように，いまや欧米を中心に世界各

国で６，０００近くのスペースが稼働しており，約

３０万人に利用されるまでに至っている３）。日本

でも，伊藤富雄が２０１０年に神戸で「カフーツ

（Cahootz）」を開設して以降，わずか５年余り

で３５０カ所以上がサービスを提供している。

このように，コワーキングあるいはコワーキ

ングスペースという現象は，欧米にとどまら

ず，日本や他の各国においても着実に浸透しつ

つある。これに伴い，各種メディア等でコワー

キングの歴史や現状，展望等について言及する

動きも活発化している。ただ，コワーキングあ

るいはコワーキングスペースの実態を経験的に

明らかにした調査や研究は依然として数少な

い。

もちろん，国内外において徐々にではある

が，示唆に富む知見が蓄積されつつある。たと

えば Spinuzzi（２０１２）は，アメリカのテキサ

ス州オースティンにある９つのコワーキングス

ペースに注目し，１６名の運営者および１７名の

利用者へのインタビュー調査などにもとづき，

コワーキングとは何か，誰がコワークするの

か，なぜコワークするのか，という３つの研究

課題を明らかにすることを試みている。その結

果，事業者の定義はコミュニティ・ワークス

ペースや非オフィス，連合的なスペースとして

集約できる一方，利用者の定義は代替オフィス

や社会的なハブをはじめ多様かつ事業者や他の

利用者と異なる傾向にあること，事業者は自身

とバックグラウンドを共有する利用者を期待し

ていたが，実際の利用者は様々な産業でのキャ

リアや多様な能力を有していること，利用者が

立地や仕事，環境，利用者間のパートナーシッ

プや触れ合い等を期待していることなど，いく

つかの発見事実が提示されている。

一方，国内に目を向けてみると，たとえば，

有元・松本・松本・城戸崎・仲（２０１２）は，コ

ワーキングの現状を把握するべく，２次資料を

もとに国内のスペースの類型化に取り組むとと

もに，日誌調査とインタビュー調査から７名の

利用者の働き方を整理した。その結果，調査時

点で確認された５４のコワーキングスペース

は，特徴に応じて，独立タイプ（４８％），カ

フェ・バータイプ（１７％），企業内タイプ（５

％），シェアオフィスタイプ（１７％），その他

（１３％），の５つに分類できることや，スペー

スは昼過ぎから夕方頃に利用される傾向がある

ことなどが示されている。

また，渡辺・松本・松本・城戸崎・仲（２０１２）

は，ウェブ・アンケートを通じて収集した４０

名の利用者のデータをもとに，スペースを選択

する要因について検討した。その結果，常時利

用可能であることやオーナーの仕事内容・人柄

といった項目がスペースの選択に影響を及ぼし

ていることが示されている。

さらに，中村（２０１３）は，国内の２３のス

ペースの開設状況を整理・検討したうえで，運

営目的（特定目的志向／コミュニティ志向）と

利用方式（ドロップイン志向／入居志向）の２

軸を用いて，スペースの分類を試みている。そ

の結果，コワーキングスペースは，ドロップイ

ン／コミュニティ志向から入居／特定目的志向

へと展開しつつあることが指摘されている。く

わえて，コミュニティの形成手法や収益システ

ムの構築などスペース運営にかかわる７つの課

題も提示されている。

このように，国内では，建築学や経営学の領

域を中心に調査や研究が重ねられつつあるが，

なかでも，埴淵（２０１４）は，コワーキングおよ

びコワーキングスペースについて体系的かつ経

験的に検討した研究として注目に値する。埴淵

は，都市における「共働空間」としてのコワー

キングスペースの実態を明らかにしたうえで，

当該スペースが人々の社会関係や都市・地域に

及ぼす影響について論じている。具体的には，

運営者に対するインタビュー調査と利用者への

３）脚注１）を参照。 ４）具体的には，１１名（内訳は，名古屋市５名，東
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アンケートおよびインタビュー調査４）をもと

に，スペース運営とスペース利用の実態を提示

し，そのうえで社会関係資本や創造都市論を援

用しながら分析結果の考察と政策的提言を行っ

ている。このような試みの結果，スペース運営

については，たとえば，運営者がコミュニティ

の形成やメンバーの多様性を重視していること

や，開設に比べて運営の難しさに直面している

こと，都市部と比べ地方では行政との関係が具

体的に意識されていることなどが明らかにされ

ている。一方，スペース利用については，３０

代（４６．４％），男性（８２．８％），専門・技術系

（技術者・ソフトウェア制作者など：５１％），

フリーランス（４６．９％）といった属性の利用者

が中心であることをはじめ，示唆に富む知見が

数多く示されている。

しかしながら，埴淵が依拠しているデータ

は，主として名古屋市と東京都特別区のスペー

スおよびその利用者から収集されたという点で

一定の地域バイアスがあることは否めず，そこ

から導出された知見は，国内のコワーキングお

よびコワーキングスペースの実態に十分即した

ものとはいいがたい。

また，上述した国内の他の先行研究も，範囲

や対象が限定的な調査にもとづいており，当該

事象の全体像に迫ることができていないと考え

られる５）。

このようななか，コワーキングに関するオン

ライン・マガジンである deskmag によって２０１０

年より毎年実施されているGlobal Coworking

Survey（以下，見出しを除きGCSと表記）

は，世界規模で当該事象の全体像およびその変

遷を把握するうえできわめて有用な資料である

と考えられる。したがって，次節では，GCS

の知見を整理する。

２．２ Global Coworking Survey

GCS は，deskmag によって実施されている

コワーキングに関する世界規模の年次調査であ

る。この調査の目的は，コワーキングスペース

そのものやその利用者，運営者，潜在的な利用

者の様態を明らかにすることである。

第１回調査は，２０１０年１２月に実施され，２４

カ国６６１名のデータが収集された。第２回調査

は，２０１１年１０月から１１月にかけて行われ，

質問項目数は１回目よりも減少したものの，５２

カ国１，５００名以上のデータが収集された。第３

回調査は，２０１２年１０月から１１月にかけて行

われ，２，００７名のデータが収集され，第４回調

査は，２０１３年１１月から１２月にかけて行わ

れ，２，７０６名のデータが収集された。なお，第

５回調査は，２０１４年１２月に完了済みである。

ここでは，まとまった成果が発信されている

第１回から第３回調査に注目し，以下の６つの

観点から整理していく。すなわち，施設，運営

組織，戦略，活動，利用者，成果である。これ

らに注目することで，本論文で明らかにしてい

くコワーキングスペースの様態について包括的

に把握することができると考えられる。

施設６）

デスク数の平均は，第１回から第３回調査に

かけて３８，４０，４１と推移しており，増加傾向

にある。なお，３分の１弱のスペースは，デ

京都特別区３名，その他地方都市３名）の運営者
に対するインタビュー調査と，５つ（内訳は，名
古屋市２店舗，東京都特別区１店舗，その他地
方都市２店舗）のスペースの利用者に対するア
ンケート調査（有効回答数は９９），５名（名古屋
市）の利用者に対するインタビュー調査が実施
されている。

５）コワーキングに関連する他の先行研究として，
たとえば，コワーキング（コワーキングという
概念が台頭する以前から同様の考え方を実践し
ていたことが言及されている）の場としての図
書館の成立について論じた小林（２０１１）や，
Fablabに代表される国内外のものづくり施設の
実態を明らかにした小泉・佐々井・池田・本江
（２０１２）や小泉・池田・本江（２０１３；２０１４）な
どが挙げられる。ただ，前者は単一事例，後者
の一連の研究は「ものづくり施設」に焦点を

絞った事例調査であり，いずれも本文で取り上
げた先行研究と同様の限界を抱えている。

６）ここでは，特に示さないかぎり，GCS第１回調
査を参照している。
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スク数が１９未満である一方，４分の１は５０を

上回っている。地域別にみると，ヨーロッパの

スペースの平均は３４である一方，アメリカの

スペースは４３と３割近くデスク数は多い。ア

メリカのスペースの３分の２は３０人以上収容

可能である一方，ヨーロッパの場合，同様のス

ペースは３分の１未満である。

施設利用については，アメリカのスペースの

２分の１がフリーアドレスを導入している一

方，ヨーロッパのスペースは，３分の１にとど

まっている。ただ，個室を主と設定しているス

ペースは全体のわずか７％である７）。

施設を開設するまでの準備期間の平均は７ヶ

月である。

運営組織８）

スペースを開設する際のメンバー数の平均

は，２．８人であった。規模別でみると，１０人未

満を対象とした小規模スペースの３分の１は，

単独で開設されているものの，平均でみると，

２．２人が関与している。５０席を上回るスペース

では４人が開設に加わっている。なお，運営者

の数は，会員の拡大とともに増えない傾向にあ

ることも併せて示されている。

スペースの運営主体は，８０％が民間，１３％

がNPO，残りは行政系となっている。なお，

運営責任者の７４％は副業を持っている。

開設費用の平均は，ヨーロッパのスペースが

４６，５００ユーロ，アメリカのスペースが５８，０００

ドルとなっており，当時の為替を考慮すると，

投資レベルはかなり類似していることが指摘さ

れている。開設費用の調達については，３分の

２が自己資金で賄っている一方，銀行融資やベ

ンチャー・キャピタルの出資はそれぞれ１３

％，５％と少数派である。クラウド・ファン

ディングや行政からの援助によって開設したス

ペースはわずかである。なお，大規模スペース

の場合，相対的に自己資金で賄うケースは少な

く，銀行融資や民間投資を用いるケースが多

い。

稼働期間については，平均が１８ヶ月となっ

ているが，５０％以上のスペースが１２ヶ月，す

なわち１年以内である。地域別でみると，ヨー

ロッパは１６ヶ月，アメリカは１８ヶ月と大きく

変わらない結果となっている。

戦略９）

コワーキングスペースの最大の競合は，ホー

ム・オフィスである。具体的に，全体の５８％

と過半数の利用者が仕事場を自宅からコワーキ

ングスペースに変更した一方，企業オフィスか

らの移行組は２２％，それ以外はさらに少数派

となっている。なお，コワーキングスペースに

限定してみると，同一市内に約５．３の同業者が

いることが示されている。

また，大半（８３％）のスペースがリージョナ

ルもしくはローカル・レベルで他スペースと交

流している一方，全く交流していないスペース

はわずか（１０％）である。

活動

スペースで開催されるイベント数の平均は月

に４．５回である。ただ，全体の２１％が平均２

回開催している一方，１５％が１０回以上開催し

ている。地域別にみると，ヨーロッパのスペー

スの平均は月５回，アメリカのスペースの平均

は月７回とアメリカのほうが頻繁に開催されて

いる。また規模に注目すると，収容人数が５０

人以上のスペースはイベントへの参加率が高い

ことも報告されている１０）。

利用者が参加しているイベントの種類につい

ては，食事を共にするなど何らかの結びつきを

作るイベントや，法務上のアドバイスやコード

作成などに関するワークショップ，プレゼン

７）GCS第２回調査。
８）Ibid.

９）Ibid.
１０）Ibid.
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テーション・セッションが，それぞれ７５％，７２

％，６５％と高い割合を占めている１１）。

利用者１２）

まず，利用者の属性に関する知見について整

理する。利用者の平均年齢は３４歳である１３）。

利用者の大半（７８％）は４０歳未満であり，３０

歳未満も４１％を占めている。地域別にみる

と，ヨーロッパとカナダの平均年齢は３４歳で

アメリカは３３歳と，ほぼ同じ結果となってい

る。また，スペースが所在する都市の規模別に

みると，１００万人規模の都市では平均が３２歳

である一方，２万人以下の都市では４３歳と一

回りほど開きがある。

利用者の就業上の地位については，５４％が

フリーランス，２０％が小規模事業者（雇い人

のある起業家），２０％が正規従業員（大半は従

業員５人未満の企業１４）で勤務）となっている。

年齢別にみると，シニア層（５０‐６４歳）のコ

ワーカーはフリーランス，若年層コワーカー

（２０‐３４歳）は大企業の従業員のケースもある

が，小規模企業の起業家も多い。地域別にみる

と，ヨーロッパとアメリカの双方において，利

用者の約３分の２がフリーランスあるいは小規

模事業者であり，平均を下回っている。その

分，組織人の利用が相対的に多い（たとえば，

アメリカの場合，３５％）。

利用者の職種は，ウェブ開発／デザイナー

（４４％），広報／マーケティング（１３％）が相

対的に多い。全体的には技術系の職種が多数派

である。年齢層別にみると，低い年齢層のコ

ワーカーの４２％はウェブあるいは IT開発者

である。これが中年層になると２５％まで下が

り，シニア層に至ると１２％まで落ちこむ。一

方，シニア層はコンサルタントや広報の専門

家，デザイナー，ジャーナリストが相対的に多

い。地域別にみると，ヨーロッパは，プログラ

マーが平均よりやや少ない一方，建築家やコン

サルタントがやや多い。

メンバー数の平均は，第２回から第３回調査

にかけて，３８，４４と増加傾向にある。地域別

にみると，ヨーロッパのスペースの平均は３０

人，アメリカのスペースは４４人となってい

る１５）。利用者の性別は，３分の２が男性となっ

ている。

次に，利用者の態度や行動に関する知見につ

いて整理する。コワーキングスペースの意義や

価値について，たとえば，ほぼ全て（９６％）の

利用者が，スペースのメンバー間で重要な価値

を持つのはコミュニティと回答している。ま

た，スペースにおいて最も重要なこととして，

他者との交流（８４％），利用時間の柔軟性（８３

％），偶然的な発見の奨励（８２％）が挙げられ

ている１６）。

実際に，第１回調査時点で，８１％が強固な

コミュニティを望んでおり１７），第２回調査時点

でも，４分の３はコミュニティと他者との知識

共有を希求している。これは，５１％が２０人未

満を対象とした比較的小規模なスペースを希望

していることとも関連している。また，柔軟な

労働（利用）時間を求める声も多く，伝統的な

労働（利用）時間を望む者は３０％にとどまっ

ている。とくにヨーロッパの場合，９６％が利

用時間の柔軟性を重視している。他にも，たと

えば施設利用については，固定席希望者が４７

％，自由席希望者が５１％とほぼ拮抗してい

る。

では，利用者はどのようにスペースを利用し

ているのであろうか。大半は，マンスリー・プ

ランを選択し，デイリー／ウィークリー・プラ
１１）GCS第３回調査。
１２）特に示さないかぎり，GCS第１回調査を参照。
１３）第２回調査の結果も３４歳と変わっていない。た

だ，徐々に利用者の裾野は上下に拡大している
ことが指摘されている。

１４）１００人以上の企業で働く者は８％である。

１５）GCS第２回調査。
１６）Ibid.
１７）ヨーロッパのスペース利用者は，５５％にとど

まっている。
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ンはわずか１０％にとどまっている１８）。大半の

利用者は２４時間３６５日使用できるプランを選

択している。これについては，ヨーロッパもア

メリカ（６０％）も同様である。利用日数につい

ては，３分の１は毎日，６０％は週３‐４回以上

と１９），多くの利用者が高頻度でスペースを訪れ

ている。また，利用形態はフリーアドレスが３

分の２と固定席（４分の１）を上回っている。

なお，３分の２はスペース利用歴が現スペース

のみで，複数スペースを利用している者はごく

わずか（４％）である２０）。

さらに，利用者がスペースでどのような活動

を展開しているかについて，整理する。活動の

単位については，全体の５７％の利用者がチー

ムを組み，作業に従事することが頻繁にあると

答えている２１）。年齢層に着目すると，とくに若

年層は各プロジェクトにより長期間関わること

を求める傾向があるなど，個人よりもチーム単

位での活動を志向している。スペースの規模別

にみると，小規模スペース利用者の７４％，大

規模スペース利用者の５３％が，チーム単位で

働く機会が頻繁にあると回答している。

このようにスペースを利用することで，利用

者はどのような効果や成果を得ているのであろ

うか。全体の８８％の利用者が他者と良好な交

流２２）を行えていると回答している２３）。より具体

的には，１０デスク未満のスペースの利用者

は，１０人と有益な関係を築いている。１０‐１９デ

スクのスペースでは５人まで落ち込み，６０以

上のデスクのあるスペースでは７人まで回復す

る。このことから，スペースが小規模もしくは

大規模のとき，他者との新たなつながりを作る

機会は多いことが示唆される。ただ，スペース

の規模が拡大するにつれて，チームで働く，あ

るいは他者と良い交流を楽しむ傾向は減る。年

齢層に注目すると，若年層コワーカーは，利用

開始以降，平均６人と価値ある関係を築いてい

る２４）。この数値は中年層でわずかに下がるもの

の，シニア層では７人まで増える。第２回調査

では，スペースを利用したことで，人の輪が拡

大した（９０％），孤立感が緩和された（８６％），

仕事上のネットワークが拡大した（８０％），仕

事の生産性が高まった（７５％）などの効果が

あったことが示されている。第３回調査では，

スペースを利用し始めてから，事業に関するア

イデア（７４％），創造性（７１％），集中力（６８

％），時間内でのタスク完了（６４％），仕事の標

準的な進め方（Standard of work）（６２％）に

変化がみられたことが報告されている。

最後に，利用者がスペースをどのように評価

しているのかについて，まとめておく。ヨー

ロッパとアメリカの双方において，ほぼ全て

（９０％以上）の利用者はスペースに満足して

おり，大半（３分の２）はスペースを離れる意

思はない。第２回調査時点では，スペースへの

満足度を１０件法で尋ねたところ，平均は８．４

であった。また利用者はスペースの人（８１

％），場所（６１％），利用料金（４６％）などを気

に入っており，大半（６８％）はスペースを去る

予定はないことが示されている。第３回調査時

点では，満足度の平均は８．３とほぼ変わらず，

高い値で推移している。地域別にみても，ヨー

ロッパ８．２，北アメリカ８．４，ラテンアメリカ

１８）GCS第２回調査。
１９）多数派（４７％）は，時間や曜日を問わず（２４／７）

スペースを利用している。
２０）GCS第２回調査。
２１）ただ，第２回調査によると，過半数（５３％）は

個人単位で働くことに満足している。
２２）第３回調査によると，利用者は，他の利用者と

の間で他愛のない話（７７％），相手の勤務先に関
する話（７２％），知識共有とアドバイス（６２％）
などを行っていると答えている。

２３）第２回調査によると，大半（７４％）の利用者が，
他の利用者全てあるいは彼（女）らの多くにつ
いて名前を知っている。また，大半（７７％）の
利用者が，少なくとも数人と仕事終了後や週末
に交流している。ほぼ全ての利用者と交流して
いる者が３割近く（２７％）に上る一方，スペー
ス外で他者と交流しない者は一部（１５％）にと
どまる。

２４）関連する項目として，第２回調査では，利用者
は過去２ヶ月間に平均３．６の有益な出会いを経験
していることが示されている。
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８．７，アジア８．５，アフリカ８．５と大きな違い

はみられない。

成果２５）

デスクの平均「稼働」率については，第１回

から第３回調査にかけて，４４％，５０％，５５％

と推移しており，増加傾向にある。第１回調査

によると，地域別にみた場合，ヨーロッパのス

ペースは５４％，アメリカとカナダは４３％と

なっている。またスペースの所在する都市の規

模別にみると，大都市のスペースは４８％，小

都市は４４％とそれほど大きな差はない。な

お，稼働率は座席数と反比例することも併せて

示されている。

デスクの平均「利用」率については，第２回

から第３回調査にかけて，１０９％，１０１％と減

少傾向にある。１００デスク以上のスペースの場

合，平均１７２％と全体の平均を大幅に上回り，

大規模スペースほどデスクを共有するメンバー

が増える傾向にある。

スペース事業の収支については，半数近く

（４０％）のスペースが利益をあげている。ス

ペースの規模別にみると，１０席未満のスペー

スの過半数（５６％）は赤字で，黒字のスペース

は少数派（２５％）である一方，５０席以上のス

ペースの大半（７０％）は利益をあげており，赤

字スペースは一部（２０％）にとどまる。開設時

と比べて平均してメンバーは約３０％増加して

おり，メンバーが増えるとともに，利益は増加

する傾向にある。地域別にみると，アメリカで

は半数のスペースの収支は均衡もしくは利益を

上げている状態にあるが，ヨーロッパでは，３

割にとどまっており，利益を確保できないス

ペースが相対的に多い。

損益分岐に注目すると，大半（７２％）のス

ペースは開設２年以内に損益分岐点を上回り，

利益をあげるようになる。この数値は，民間運

営に限定すると，８７％まで高まる。なお，興

味深いことに，ある地域で営まれるスペース数

が多いほど，各スペースは利益をあげられ，損

益分岐点に速く到達する傾向にある。一方，特

定の市内で独占的に存在しているスペースは，

平均的なスペースの２倍赤字になる傾向も示さ

れている。スペース数が多い場所ほど，ニーズ

も高く，コンセプトも浸透している傾向にある

ことが指摘されている。

運営者の所得については，３０人未満を対象

としたスペースのフルタイム運営者の多く（６４

％）は，平均所得と同等か平均以上の収入を得

ている。

２．３ 研究課題

本節では，これまでコワーキングおよびコ

ワーキングスペースに関する先行研究の整理・

検討を行ってきた。その結果，確かに国内外に

おいて当該事象の記述や説明を試みる研究が

徐々に蓄積されつつあることが確認された。た

だ，世界規模の年次調査であるGCSを除く

と，ほとんどは調査の範囲や対象が小規模かつ

限定的であり，スペースの運用および利用に関

する全体像を把握するまでに至っていない。ま

た，GCSの分析結果は確かに有用ではあるも

のの，世界各国のデータが統合されたものであ

る。分析結果の地域による差異は部分的に言及

されているが，地理的特性や産業および就業構

造，働く人々の態度・行動などは国によって異

なりうる。そのため，GCSのような意義深い

取り組みと並行して，各国のスペース運営やス

ペース利用に関する知見を積み重ねていくこと

が求められる。

そこで，本論文では，国内の「コワーキング

スペース」に注目し２６），その様態を経験的に明

らかにしていくことにする。

２５）ここでの成果は，スペース事業に関連するもの
に限定している。また，記述については，特に
示さないかぎり，GCS第２回調査を参照してい
る。

２６）本論文で，差し当たりコワーキングスペースに
注目する理由は，コワーカーと比べて現象の経
時的な変動が少なく，コワーキングという事象
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３．研究方法

本論文で利用するデータ・セットは，われわ

れが独自に実施した質問票調査から得られた

データにもとづいている。実施期間は２０１４年

７月２８日から９月３日の３８日間である。イン

ターネット・リサーチ会社のサービスを利用

し，ウェブ調査を行った。

質問票調査の対象は以下の手順にしたがって

抽出している。まず，フェイスブックのコワー

キング JPのグループ・ページにおいて公開さ

れているデータ・セットを利用した２７）。具体的

には，調査準備を開始した２０１４年６月段階に

おいて，最新のファイルである２０１４年１月２８

日付のファイルを利用している。また，コワー

キングスペースの開設数が増加傾向にあること

を踏まえ，他のインターネット・サイトも活用

し，データ・セットの更新を行った２８）。これら

の作業の結果，国内で稼働している施設のほぼ

全数に近いと考えられる（２０１４年７月時点）３６５

スペースのうち，１９１スペースの回答を得た

（回収率は５２．３％である）。なお，質問票への

回答は運営責任者に依頼している。さらに本論

文では，ドロップイン（一時利用）ができるス

ペースに考察の対象を限定することとした。そ

の理由は，宇田（２０１３）で示されているよう

に，概念的に，場の開放性とメンバーの多様性

が期待されるスペースこそが，コワーキングの

性質を最も体現していると考えられるからであ

る。その結果，分析に利用した回答数は１５２で

ある２９）。

４．記述統計

以下では，２．２においてGCSの知見を整理

した際と同様に６つの観点から記述統計を示し

ていく。すなわち，施設，運営組織，戦略，活

動，利用者，成果，の６点である。

４．１ 施設

表１に示されているように，回答を得たコ

ワーキングスペースの面積は，最小で８㎡，最

大で１，０００㎡である。最小と最大の差が大き

く，平均を示すことに大きな意味がないと思わ

れる。そこで，図１を示す。図１から読み取れ

るように，１００スペース（６５．８％）は１００㎡以

下である。２００㎡以上の規模の大きなスペース

は，２２（１４．５％）である。

次に座席数について確認する。平均は３３．９

席である。表１にあるように，座席数について

も最小が４席，最大が１５０席と，面積同様に大

きな差があることから，図２を示す。１０席以

下のスペースが２１（１３．８％），２０席以下が６０

スペース（３９．５％）を占めている。また，１㎡

当たりの座席数の平均は，０．４席である。つま

の全体像を把握するにあたって，基礎的な知見
を獲得できると考えたためである。

２７）コワーキング JP（https://www.facebook.co
m/groups/cowjp/ ）。

２８）コワーキングスペース JP（http://coworking-
space.jp/）やコワーキング．COM（http://
co-work-ing.com/）などを参考にしている。

２９）質問項目については，本誌 pp.１３３－１３５を参
照。

度数 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値

面積（㎡） １５２ １２３．９５ ８０．５０ １４８．２０ ８ １０００

座席数 １５２ ３３．８９ ２６．００ ２６．７６ ４ １５０

座席数／面積（㎡） １５２ ０．４１ ０．３３ ０．２８ ０．０２ １．６０

パーティション席数 １５２ ５．７５ ０．００ １０．１３ ０ ６０

表１ 面積・座席数・パーティション席数
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り２．５㎡あたりにほぼ１席ということになる。

パーティション席数は，平均で５．８席であ

る。８２スペース（５３．９％）はパーティション

席を設けていない。これらのスペースは，ス

ペース全体を見渡せる開放性の高い空間を有し

ているものと思われる。パーティション席を設

置している７０スペースについて確認すると，

最小は１席，最大は６０席となっている。

４．２ 運営組織

４．２．１ スペース事業の位置づけ

回答のうち，スペース事業を専業としている

のは１４スペース（９．４％）である３０）。スペース

の運営を主とするスペースが３７（２４．８％）あ

３０）この１４のスペースには，コワーキングスペース
の運営のみを行っている個人や法人にくわえ
て，コワーキングスペースの運営を行うために
別の法人等を設立している場合が含まれている
点に注意が必要である。

図１ 面積の分布

図２ 座席数の分布
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る。スペースの運営以外が主と回答したスペー

スが９８存在している３１）。つまり，全体の６５．８

％が副業としてスペースを運営している。

４．２．２ 事業領域

スペースの他に何らかの事業を運営してい

る，１３５スペースの事業領域や事業の広がりに

ついても確認しておく３２）。ここでは，① IT

系，②クリエイティブ／デザイン系，③ものづ

くり系，④不動産系，⑤子育て／女性支援系，

⑥建築／建設系，⑦飲食系，⑧行政系，⑨教育

機関，⑩その他，の計１０項目の質問をしてい

る。

まず，各スペースの事業領域の内容について

確認する。本論文では，全部で１０の分類につ

いて，該当する全項目の回答を求めている。図

３に示されているように，全体でみると，IT

系が５４，クリエイティブ／デザイン系が４２，

その他が４７と多くの回答を占めている３３）。一

方，建築／建設系は１０，行政系は５と少な

い。

次に，これらの１０項目を単純に合計した事

業領域数について確認しておく。図４に示され

ているように，スペース以外に１ないし２の事

業を行っているのが１０９スペース（７３．２％）あ

る。

４．２．３ 運営体制

ここでは，運営に携わるスタッフ数と運営責

任者の労働時間（１日単位，１週間単位，ス

ペース開設当時との変化）の２点について尋ね

ている。

表２にはスタッフ数を示してある。その平均

は５．５７人である。最小値は０，最大値は５０で

３１）ここで対象とする１５２スペースのうち，欠損値
が３あったため，度数は１４９となっている。

３２）ここでは，スペース運営のみを行っている１４ス
ペースを差し引いた，１３５スペースを対象として
いる。

３３）「その他」と回答した場合，具体的な項目を記述
するように依頼している。その内容について
は，稿を改めて検討したい。

図３ 各スペースの事業領域（複数回答）

図４ スペース運営以外の事業領域数の分布

常勤 アルバイト
利用者

ボランティア
インターン 合計

度数 １５２ １５２ １５２ １５２ １５２

平均値 ２．６３ １．４０ １．１９ ０．３６ ５．５７

中央値 ２ ０ ０ ０ ４
標準偏差 ４．４４５ ２．４５３ ２．６９１ １．４０７ ５．７９２

最小値 ０ ０ ０ ０ ０

最大値 ５０ １６ ２０ １３ ５０

表２ スタッフ数
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あるが，中央値が４であることから推察できる

ように，９４スペース（６１．８％）は５人以下で

運営されている。スタッフの内訳で最も多いの

は常勤（平均２．６３人）である３４）。ついで，ア

ルバイト，利用者によるボランティア，イン

ターンの順になっている。

次に，運営責任者の労働時間について確認す

る。表３に示されているように，運営責任者の

１日あたりの労働時間は７．２９時間である。ま

た，スペースの活動に携わっているのは１週間

で４．７４日である。これら２つの数値を掛け合

わせ，運営責任者の１週間の総労働時間を概算

すると，３４．６時間となる。表４には，スペー

ス開設当時と比較した労働時間の変化を示して

ある。８８スペース（５７．９％）の運営責任者

は，開業当初と比較しても労働時間は変わらな

いと答えている。

４．２．４ 運営責任者

運営責任者の専門分野と性別，年齢，運営歴

について回答を得た。運営責任者の専門分野に

ついては，次の１０項目を用意した。すなわ

ち，① IT系，②クリエイター／デザイナー

系，③ものづくり系，④まちづくり系，⑤子育

て／女性支援系，⑥建築／建設系，⑦文筆／ラ

イター系，⑧営業／マーケティング系，⑨事務

系，⑩その他，である。なお，専門分野につい

ては複数回答可としている。図５に示されてい

るように，IT系を選択した回答者が４３人であ

る一方，その他を選択した回答者も４５人い

る３５）。

運営責任者は男性が７４．３％，女性が２５．７％

である。表５にあるように，運営責任者の年齢

３４）常勤０人のスペースは，全部で７存在してい
る。そのうちの多くは，利用者のボランティア
やアルバイトにより運営されている。

３５）本項目についても，「その他」と回答した場合，
具体的な項目を記述するように依頼している。そ
の内容については，稿を改めて検討したい。

労働時間（日） 労働日数（週）
度数 １５２ １５２

平均値 ７．２９ ４．７４

中央値 ８ ５
標準偏差 ３．６８０ １．７５９

最小値 ０ ０

最大値 １８ ７

表３ 運営責任者の労働時間（日）・労働日数（週）

度数 割合（％）
長くなった ２２ １４．５

変わらない ８８ ５７．９

短くなった ４２ ２７．６
合計 １５２ １００

表４ 開設直後と比較した労働時間の変化

図５ 運営責任者の専門分野

度数 １５１
平均値 ３８．９１

中央値 ３７

標準偏差 ８．９４５
最小値 １８

最大値 ６５

表５ 運営責任者の年齢
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の平均は３８．９１歳であった。図６には運営責任

者の年齢の分布を示している。年齢の最小は１８

歳で最大は６５歳だった。中央値が３７，標準偏

差が８．９４５であることから推察できるように，

３０代と４０代の運営責任者が合計１０９名（７２．２

％）を占めている。

次に表６をみてほしい。運営責任者の運営歴

（月）の平均は，１９．４９ヶ月，つまり１年半

強であった。運営歴の最小は１ヶ月，最大は８０

ヶ月，つまり７年弱であった。なお，「コワー

キングスペース」と銘打たれた国内初の施設

は，２０１０年５月に神戸に開設されたカフーツ

とされている。また，図７をみてもわかるよう

に，運営歴３年（３６ヶ月）以内の運営責任者

が１４３名（９４．１％）を占めている。

４．３ 戦略

４．３．１ 運営方針

スペースの運営方針について，全部で１０の

質問をしている。すなわち，①近隣のコワーキ

ングスペースは事業上のライバルである（以

下，近隣スペースはライバルと表記），②近隣

のコワーキングスペースと連携している（以

下，近隣スペースと連携と表記），③近隣では

ないコワーキングスペースと連携している（以

下，遠隔スペースと連携と表記），④コワーキ

ングスペースが所在する地域と積極的に関わっ

ている（以下，地域と連携と表記），⑤他企業

と連携している（以下，他企業と連携と表

記），⑥行政と連携している（以下，行政と連

携と表記），⑦NPOと連携している（以下，NPO

と連携と表記），⑧専門学校や大学，病院など

の公的機関と連携している（以下，公的機関と

連携と表記），⑨コワーキングスペース単体で

の採算性を重視している（以下，採算性重視と

表記），⑩コワーキングスペースにおけるコ

ミュニティ形成を重視している（以下，コミュ

ニティ形成重視と表記），の１０項目である。こ

れらの質問項目を大別すると，連携の状況（質

問項目①から⑧）およびスペース運営の方針

（質問項目⑨と⑩）に分類可能である。これら

の項目について，「１＝全くちがう」から「５＝

全くその通り」とする５点尺度で質問をしてい

る。

図８には，これら１０項目の回答の分布が示

されている。また，表７には全１０項目の平均

値が示されている。まず，連携の項目につい

て，特徴的な点を確認しておく。平均値に着目

すると，運営責任者は地域との連携を最も重視

していることがわかる（平均値３．４７）。度数分

布表からも，ほぼ右上がりの分布になっている

ことが読み取れ，８３（５４．６％）のスペースが地

域と何らかの連携をしている。

近隣のスペースとの関係では興味深い結果が

示されている。「近隣スペースはライバル」と

いう項目をみるとその平均値は低く（平均値

図６ 運営責任者の年齢分布

度数 １５２
平均値 １９．４９

中央値 １９

標準偏差 １２．２３６
最小値 １

最大値 ８０

表６ 運営責任者のスペース運営歴（月）

図７ スペース運営歴の分布
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図８ スペースの運営方針の分布

①近隣スペースはライバル

②近隣スペースと連携

③遠隔スペースと連携

④地域と連携

⑤他企業と連携

⑥行政と連携

⑦NPOと連携

⑧公的機関と連携

⑨採算性重視

⑩コミュニティ形成重視
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１．８６≒「どちらかといえばちがう」），右下がり

の分布になっている。このことから，運営責任

者の多くは，近隣のスペースを競合とはみなし

ていないことが示唆される。では，近隣のス

ペースとはどのような関係を構築しているので

あろうか。図８からは，近隣のスペースと連携

傾向にあるスペースが５０（３２．９％），連携傾向

にないスペースが７６（５０．０％）であることが

読み取れる。つまり，近隣スペースとの連携に

ついては，２グループに大別される可能性があ

ることが示唆される。

他企業との連携については，連携傾向にない

スペースが５４（３５．５％）ある一方で，連携傾

向にあるスペースが７０（４６．０％）ある。この

ことから，近隣スペースとの連携と同様，２グ

ループに分類される可能性が示唆される。他の

項目については，平均値が「３＝どちらともい

えない」を下回っているうえ，全く連携してい

ない（「１＝全くちがう」）という回答が際立って

多いことから，連携傾向にあるとはいえない。

次に，スペースの運営方針に関する２項目に

ついても確認しておく。「コミュニティ形成重

視」については，１２７（８３．６％）のスペースが

「どちらかと言えばその通り」と「まったくそ

の通り」と回答している。くわえて，度数分布

も完全に右上がりとなっている。このことか

ら，運営責任者のほとんどがコミュニティ形成

を重視していることがわかる３６）。その一方で，

「採算性重視」については，平均値が２．６８で

あり，採算性を重視する傾向にないスペースが

８３（５４．６％）で，重視傾向の４８（３１．６％）を

上回っている。したがって，全体的には，採算

性をそれほど重視していないことが示唆され

る。多くのスペースは，民間企業等が運営して

いる営利を目的とする事業である。にもかかわ

らず，このような傾向がみられるのは，４．２．１

で示したように，大半のスペース（６５．８％）が

スペース運営事業を副業と位置づけているから

かもしれない。

この２項目への回答から，運営責任者は「コ

ミュニティの形成を重視する一方，採算性はそ

れほど重視していない」と解釈可能であろう。

４．３．２ スペースにとっての競合

この項目については，全部で９つの質問項目

を用意してある。①カフェ／ファミレス，②

ネット・カフェ，③レンタル・オフィス／シェ

ア・オフィス，④自宅／SOHO，⑤企業オフィ

ス，⑥インキュベーション施設，⑦TV会議シ

ステム，⑧その他，⑨特に競合はない，の９つ

の項目である。なお，２８スペースが「特に競

合はない」と回答している（１８．４％）３７）。それゆ

え，この２８スペースを差し引いた１２４スペー

スに占める割合に注目するほうがより実態に即

していると思われる。ここで図９に注目してほ

しい。レンタル・オフィス／シェア・オフィス

（７９），カフェ／ファミレス（６７），自宅／SOHO

（５５），インキュベーション施設（５１），を競合

とする回答が多い３８）。

これは，運営責任者が認識している競合が多

岐に渡ることを示している。その理由は以下の

通りである。図９に示されている回答数を単純

に合計すると３２０になる。これを上記の１２４ス

３６）この項目については，全１０項目の中でも平均値
が最も高いことも注目すべき点である（平均値
４．２６）。

３７）質問票を設計する際，特に競合はないと選択
し，さらに他の選択肢も選んだ場合には，エ
ラー・メッセージを表示し，先の質問項目に進
めないようにした。

３８）本項目についても「その他」と回答した場合，
具体的な項目を記述するように依頼している。
その内容については，稿を改めて検討したい。

度数 平均値 標準偏差
近隣スペースはライバル １５２ １．８６ ０．９７０

近隣スペースと連携 １５２ ２．５３ １．３７１

遠隔スペースと連携 １５２ ２．７５ １．４７９
地域と連携 １５２ ３．４７ １．２９７
企業と連携 １５２ ３．０７ １．４８６

行政と連携 １５２ ２．６３ １．５００

NPOと連携 １５２ ２．４４ １．４２７

公的機関と連携 １５２ ２．２４ １．２８５

採算性重視 １５２ ２．６８ １．４４０
コミュニティ形成重視 １５２ ４．２６ ０．９５２

表７ スペースの運営方針
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ペースで割ると，約２．６となる。すなわち，何

らかの競合がいると回答したスペースにつき，

２．６の競合について言及していることになる。

該当する項目を全て答えることができるため，

運営責任者の多くがある特定の業態を競合であ

ると捉えている場合（たとえば，レンタル・オ

フィス／シェア・オフィス）は，当該項目の回

答数がさらに多くなることが想定される。しか

し，特定の項目に回答がそれほど集中している

わけではない。最多の回答を占める，レンタ

ル・オフィス／シェア・オフィスにしても，７９

名（６３．７％）の運営責任者が競合と言及するに

とどまる。それゆえ，運営責任者は，スペース

の競合が多岐に渡ると認識していると考えられ

る。その一方で，企業オフィス，TV会議シス

テムは回答数がきわめて少なく，競合としては

みなされていないことが示唆される。

４．４ 活動

４．４．１ イベントの回数・ジャンル数

コワーキングスペースでは何らかのイベント

が開催されていることが多い。そこで，イベン

トの回数およびジャンル数とイベントの方針の

２項目について尋ねている。実際には，表８に

示されているように，１ヶ月平均で５．６８回，

３．６８ジャンルのイベントが開催されている。

イベント回数に関しては中央値が４であること

から，１週間に１回程度のイベントが開催され

ていると考えられる。図１０には，１ヶ月のイ

ベント回数の分布を示してある。より具体的に

みると，イベントの回数が１週間に１回程度

（５回以下）のスペースが１０１（６６．４％）あ

る。また，図１１にはイベント・ジャンル数の

分布を示してある。こちらは，１３０スペース

図９ スペースの競合

イベント回数（月） イベント・ジャンル数（月）
度数 １５２ １５２

平均値 ５．６８ ３．６８

中央値 ４ ３
標準偏差 ６．３０１ ３．５３２
最小値 ０ ０

最大値 ３０ ２０

表８ イベント回数（月）／イベント・ジャンル数（月）

図１０ イベント回数（月）の分布

図１１ イベント・ジャンル数（月）の分布
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（８５．５％）が５ジャンル程度に収まっている。

これら２つを組み合わせて考えると，回答を寄

せたスペースは，異なるジャンルのイベントを

毎週１回程度の頻度で行っている，ということ

が示唆される。

４．４．２ イベントに対する運営責任者の見解

では，運営責任者はイベントについてどのよ

うな見解を有しているのだろうか。ここでは全

部で１０項目について尋ねている。すなわち，

①イベントはスペースにとって重要な収入源で

ある（以下，イベントは収入源と表記），②イ

ベントをきっかけにして，スペース外の人々と

の相互交流が促進される（以下，イベントを契

機に外部との相互交流促進と表記），③イベン

トをきっかけにして，スペース内の利用者の相

互交流が促進される（以下，イベントを契機に

利用者間の相互交流促進と表記），④イベント

の善し悪しはスペース運営の重要課題である

（以下，イベントはスペース運営の課題と表

記），⑤イベントの企画は，運営責任者自ら考

えることが多い（以下，イベントは運営責任者

が企画と表記），⑥イベントの企画は，利用者

から提案されることが多い（以下，イベントは

利用者が提案と表記），⑦イベントの講師等

を，運営責任者自らがつとめることが多い（以

下，イベントの講師は運営責任者が担当と表

記），⑧イベントの講師等を，利用者がつとめ

ることが多い（以下，イベントの講師は利用者

が担当と表記），⑨イベントをきっかけにして

利用者が増える（以下，イベントは利用者増の

契機と表記），⑩スペースにとってイベントは

重要である（以下，イベントは重要と表記），

の１０項目である。

これら１０項目に対する回答が表９と図１２に

示されている。このうち，イベントは重要（平

均値４．２６），イベントを契機に外部との相互交

流促進（平均値４．０５），イベントはスペース運

営の課題（平均値３．８４），イベントを契機に利

用者間の相互交流促進（平均値３．７９），イベン

トは収入源（平均値３．３４），イベントは利用者

増の契機（平均値３．３３），の６項目の平均値

が高い。ここから，運営責任者がイベントに対

して肯定的な見解を有していることが示唆され

る。また，イベントが収入源となっていると判

断しているスペースが全部で８４（５５．３％）あ

る一方で，４４スペース（２８．９％）ではイベン

トはスペースにとって重要な収入源にはなって

いない。

４．５ 利用者

利用者については，５つに分けて質問をして

いる。すなわち，開設当初に想定していた利用

者層（職種）と実際の利用者層（職種），利用

者の属性（割合），利用者数，会員・非会員の

割合，会員・非会員の利用時間，の５つであ

る。

４．５．１ 想定利用者と実際の利用者

まず，開設当初に想定した利用者層と実際の

利用者層について確認する。質問票では，① IT

系，②クリエイター／デザイナー系，③ものづ

くり系，④まちづくり系，⑤子育て／女性支援

系，⑥建築／建設系，⑦文筆／ライター系，⑧

営業／マーケティング系，⑨事務系，⑩その

他，の１０項目について，該当する全項目を尋

ねている。

回答状況は図１３に示されている３９）。開設当

初に想定していた利用者層について確認する。

３９）本項目についても，「その他」と回答した場合，
具体的な項目を記述するように依頼している。そ
の内容については，稿を改めて検討したい。

度数 平均値 標準偏差

イベントは収入源 １５２ ３．３４ １．３７２

イベントを契機に外部との相互交流促進 １５２ ４．０５ １．０７８

イベントを契機に利用者間の相互交流促進 １５２ ３．７９ １．１９４

イベントはスペース運営の課題 １５２ ３．８４ １．１２８

イベントは運営責任者が企画 １５２ ３．２９ １．１２５

イベントは利用者が提案 １５２ ３．１３ １．０３１

イベントの講師は運営責任者が担当 １５２ ２．４９ １．０８６

イベントの講師は利用者が担当 １５２ ３．１８ １．０３６

イベントは利用者増の契機 １５２ ３．３３ １．００２

イベントは重要 １５２ ４．２６ ０．９３８

表９ イベントに対する見解
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図１２ イベントに対する見解の分布

⑩イベントは重要
⑤イベントは運営責任者が企画

④イベントはスペース運営の課題
⑨イベントは利用者増の契機

③イベントを契機に利用者間の相互交流促進

⑧イベントの講師は利用者が担当

⑦イベントの講師は運営責任者が担当
②イベントを契機に外部との相互交流促進

①イベントは収入源 ⑥イベントは利用者が提案
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回答数が特に多かったのは，クリエイター／デ

ザイナー系（１１４），IT系（１０９）である。その

他は，文筆／ライター系（５６），ものづくり系

（４７），まちづくり系（４６）の回答が多い。一

方，実際の利用者層は IT系（９９），クリエイ

ター／デザイナー系（９２），営業／マーケティ

ング系（４９），文筆／ライター系（４６），ものづ

くり系（４３），まちづくり系（４３）の順で多

い。このことは，開設当初に想定した利用者層

が実際にスペースを利用していることを意味し

ている。

４．５．２ 利用者の属性，年齢，性別

利用者の属性について，学生，組織人（会社

員など），フリーランス，主夫／主婦，その他

の割合を合計で１００％になるように尋ねてい

る。表１０に示されているように，フリーラン

スは４２．８％，組織人（会社員など）は２９．７

％，学生が１０．６％，主夫／主婦が８．６％，その

他が８．３％である。

ここで利用者層に特徴がみられるスペースが

存在することを確認しておく。フリーランスの

利用者が多いため，利用者の大半がフリーラン

スもしくはほぼ全ての利用者がフリーランスの

スペースが存在することは想像に難くない。実

際に，フリーランスが利用者の８割以上を占め

るスペースは２１（１３．８％）存在する。また，

利用者の７割以上が特定層であるスペースに注

目すると，学生中心が４（２．６％），組織人中心

が１３（８．６％），主夫／主婦中心が３（２．０％）

ある。

利用者の年齢構成に関する回答が，図１４に

示されている。利用者全体のうち，２０歳未満

が占める割合の平均は，５．３％であった。同様

に，２０代の平均は２１．２％，３０代は３８．４％，４０

代は２２．８％，５０代は８．６％，６０歳以上は３．８

％だった。

利用者の性別構成も尋ねている。男性が

学生
組織人

（会社員など）
フリーランス 主夫／主婦 その他

度数 １５２ １５２ １５２ １５２ １５２

平均値 １０．５９ ２９．７１ ４２．８０ ８．５７ ８．３４

中央値 ５ ３０ ４０ ２ ０

標準偏差 １５．３５９ ２３．１７０ ２７．４９３ １５．４４０ １９．５３２

最小値 ０ ０ ０ ０ ０

最大値 ９０ ９５ １００ ９０ １００

表１０ 利用者の属性

図１４ 利用者の年齢別構成

図１３ 開設前の想定利用者層・実際の利用者層
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５９．７％，女性が４０．２％である。図１５には，男

性利用者の割合について分布を示してある。回

答をしたスペースのうち，利用者が女性のみの

スペースは２（１．３％），利用者が男性のみのス

ペースは５（３．３％）であった。

４．５．３ 利用者数

利用者数について，１ヶ月の利用者数と，そ

のうち利用頻度がとても高い利用者数（以下，

ヘビー・ユーザー数と表記）について回答を得

た。表１１には１ヶ月の利用者数を示してあ

る。１ヶ月の利用者数の最小は０人（１スペー

ス），最大は５，０００人（１スペース）であっ

た。最小値と最大値の差が著しく大きい。その

ため，平均値は意味を持たないと思われる。そ

こで，図１６に１ヶ月の利用者数の最大値を３００

度数 １５２
平均値 ２６５．９２

中央値 ７０

標準偏差 ６１２．３４６
最小値 ０

最大値 ５０００

表１１ 利用者数（月）

図１５ 利用者割合の分布

図１６ 利用者数（月）の分布
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会員割合（％）人までに限定した分布を示す４０）。回答し

たスペースのうち，利用者数１０人以下

のスペースは２２（１４．５％），利用者数２０

人以下のスペースは３９（２５．７％）である。利

用者数が１００人以下のスペースは９４（６１．８

％）になる。利用者数１，０００人以上のスペース

は１３（８．６％），利用者数２００人以上のスペー

スが４４（２８．９％）となっている。

次に，１ヶ月あたりのヘビー・ユーザー数を

確認しておく。表１２に示されているように最

小は０人（３スペース），最大は１，５００人（１ス

ペース）である。１ヶ月の利用者数と同様，平

均値を示す意義を見出すことは難しい。回答し

たスペースのうち，ヘビー・ユーザーが１０人

以下のスペースが８８（５７．９％），５０人以下が１３８

（９０．８％）である。なお，参考までにここでも１

ヶ月の利用者の最大値を５０人とした分布を図

１７に示す。ここからは，１０人程度のヘビー・

ユーザーがいるスペースが多いことがわかる。

４．５．４ 会員・非会員の割合

会員と非会員の割合も尋ねている。表１３に

記述統計，図１８に分布を示している。会員の

割合の最小は０％（２８スペース），最大は１００

％（１９スペース）である。平均値は，会員

４６．７％，非会員５３．３％である。図１８に示され

ているように，回答したスペースのうち，会員

の割合が，１０％以下のスペースが５４（３５．５

％）である一方，９０％以上のスペースが３７

（２４．３％）存在している。本論文では，分析対

象を「ドロップイン利用が可能である」スペー
４０）ここで最大値を３００人にしたのは，①利用者数

の平均が２６５人であること，②回答者全体の８割
強をカバーできること，の２つの理由からである。

図１７ ヘビー・ユーザー数（月）の分布

図１８ 会員割合の分布

度数 １５２
平均値 ４６．６６

中央値 ５０

標準偏差 ３８．９０６
最小値 ０

最大値 １００

表１３ 会員割合

度数 １５２
平均値 ５５．１７

中央値 １０

標準偏差 １８３．８１８
最小値 ０

最大値 １５００

表１２ ヘビー・ユーザー数（月）
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スに限定しているため，こうした傾向がみられ

ると解釈するのが妥当であると思われる。

４．５．５ 会員・非会員の利用時間

表１４にあるように，会員の１日あたりの利

用時間の平均は４．５６時間である。図１９には会

員の１日あたりの利用時間の分布が示されてい

る。１４１スペース（９２．８％）は，会員の１日あ

たりの利用時間が８時間以下である。また，会

員の利用時間が０時間であるスペースも２７ス

ペース（１７．８％）存在している。

非会員の１日あたりの利用時間の平均は

３．１４時間である。非会員についても利用時間

の分布を図２０に示した。１４４スペース（９４．７

％）は，非会員の１日あたりの利用時間が６時

間以下である。２１スペース（１３．８％）は非会

員の１日あたりの利用時間が０時間である。

４．６ 成果

４．６．１ 売上

表１５に示されているように，８４スペースか

ら１ヶ月の売上に関する回答を得た４１）。最大が

１，０００万円，最小が０万円である。また，図２１

には分布を示している。１ヶ月の売上が１００万

４１）本項目は回答必須の項目としていない。ゆえに
回答数が他の項目よりも少なくなっている。

図１９ 会員の利用時間（日）の分布

図２０ 非会員の利用時間（日）の分布

図２１ 売上（月）の分布

会員（日） 非会員（日）
度数 １５２ １５２

平均値 ４．５６ ３．１４

中央値 ５ ３
標準偏差 ３．０２３ ２．０５４

最小値 ０ ０

最大値 １３ １０

表１４ 会員・非会員の利用時間（日）
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円以上のスペースは１３である（１５．５％）。その

一方で，４５スペース（５３．６％）は２０万円以

下，１０スペース（１１．９％）は売上なしである。

売上のうち，飲食サービスの占める割合につ

いても尋ねている。表１６に示されているよう

に，平均値は１２．０％である。しかし，中央値

が０であることから推察できるように，回答し

たスペースのうち，飲食サービスの売上構成比

率は０％であるスペースは多い。その関係を図

２２に示した。８９スペース（５８．６％）は，売上

構成比率が０％である。つまり，これらのス

ペースは飲食サービスを提供していないか，無

償提供していると考えられる。他方で，飲食

サービスが売上の半分以上を占めると回答した

の は１８ス ペ ー ス（１１．８％），２６ス ペ ー ス

（１７．１％）は飲食サービスが２０％以上を占め

図２２ 売上に占める飲食サービスの比率の分布

図２３ 会員売上比率の分布

度数 １５２
平均値 ５６．１４

中央値 ７０

標準偏差 ３８．７３５
最小値 ０

最大値 １００

度数 １５２
平均値 １１．９７

中央値 ０

標準偏差 ２５．８２９
最小値 ０

最大値 １００

度数 ８４
平均値 ５１．４２

中央値 ２０

標準偏差 １１７．１６３
最小値 ０

最大値 １０００

表１５ 売上（月） 表１６ 売上に占める飲食サービスの比率 表１７ 会員売上比率
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ると回答している。

４．６．２ 会員からの売上

表１７に示されているように，会員からの売

上が全体の売上に占める割合の平均は，５６．１％

である（なお，割合の平均であるため解釈に

は，注意を要する）。また，図２３には会員売上

比率の分布が示されている。全ての売上を会員

から計上しているスペースは２２（１４．５％）で

ある。その一方，会員からの売上が全くない，

つまり全ての売上を非会員から計上しているス

ペースは，２８スペース（１８．４％）である。６７

のスペース（４４．１％）は全体の売上の８０％以

上を会員から計上している。全体の売上の８０

％以上を非会員から計上しているスペースは，

４７スペース（３０．９％）である。

４．６．３ スペースの現状に関する認識

スペースの現状に関する認識について全部で

１０の質問をしている。すなわち，①利用者ど

うしの相互交流を促進するために，運営責任者

が働きかけている（以下，運営責任者が利用者

間の相互交流促進）と表記，②利用者どうしが

自ら進んで名刺交換をするなど，交流を図って

いる（以下，利用者が相互交流促進と表記），

③利用者がスペースを利用するのは，仕事がは

かどるからである（以下，仕事の進捗目的でス

ペースを利用と表記），④利用者がスペースを

利用するのは，運営責任者との交流を期待する

からである（以下，運営責任者との交流期待と

表記），⑤利用者がスペースを利用するのは，

他の利用者との交流を期待するからである（以

下，他の利用者との交流期待と表記），⑥利用

者どうしの協働をつうじて，新しいビジネスや

サービスなどが生み出されている（以下，協働

による新製品・サービス創出と表記），⑦個々

の利用者によって新しいビジネスやサービスな

どが生み出されている（以下，利用者単独での

新製品・サービス創出と表記），⑧自身が運営

するスペースの利用者を増加させたい（以下，

スペースの利用者増を希望と表記），⑨自身が

運営するスペースの現状に満足している（以

下，スペースの現状に満足と表記），⑩スペー

スの運営単体で利益が出ている（以下，スペー

ス単体で利益確保と表記），の１０項目である。

これらの項目について，「１＝全くちがう」から

「５＝全くその通り」とする５点尺度で質問を

している。

１０項目は，スペース内での交流，スペース

を利用する目的，スペースの利用者によって生

み出されたビジネスやサービス，スペースの成

果に関連する項目の４つに分類可能である。そ

の回答の分布が図２４，平均が表１８にそれぞれ

示されている。

スペース内での交流について確認してみると

（質問項目の①と②），運営責任者は利用者間

の交流を促している（平均値３．７３）。また，図

２４に示されているように，１０７スペース（７０．４

％）の運営責任者は，利用者間の相互交流を促

している。また，８２スペース（５４．０％）の運

営責任者は，利用者間での交流が図られている

と考えている。

次にスペースを利用する目的（質問項目③と

④，⑤）に関する回答を確認していく。運営責

任者は，「利用者は仕事がはかどるのでスペー

スを利用している」と考えている（平均値

３．７２）。しかし，利用者は他の利用者や運営責

任者との交流を期待してスペースを利用してい

るわけではないことが示唆される。

利用者によって生み出された新製品やサービ

度数 平均値 標準偏差

運営責任者が利用者間の相互交流促進 １５２ ３．７３ １．２２３

利用者が相互交流促進 １５２ ３．４１ １．１９８

仕事の進捗目的でスペースを利用 １５２ ３．７２ ０．９４５

運営責任者との交流期待 １５２ ３．３８ ０．９１９

他の利用者との交流期待 １５２ ３．５１ １．０２９

協働による新製品・サービス創出 １５２ ３．４３ １．１２０

利用者単独での新製品・サービス創出 １５２ ３．３２ １．０８９

スペースの利用者増を希望 １５２ ４．４３ ０．８５０

スペースの現状に満足 １５２ ２．２６ １．０７８

スペース単体で利益確保 １５２ ２．２８ １．３０３

表１８ スペースの現状に関する認識
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図２４ スペースの現状に関する認識の分布

⑨スペースの現状に満足

⑩スペース単体で利益確保
⑤他の利用者との交流期待

④運営責任者との交流期待

③仕事の進捗目的でスペースを利用

②利用者が相互交流促進

①運営責任者が利用者間の相互交流促進 ⑥協働による新製品・サービス創出

⑦利用者単独での新製品・サービス創出

⑧スペースの利用者増を希望
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スについても運営責任者に質問をしている（質

問項目の⑥と⑦）。平均値は高くないものの，

分布を確認すると，半数の運営責任者が，程度

の差はあるものの，利用者間の協働を通じて

も，利用者単独によっても，新製品やサービス

が生み出されていると回答している。すなわ

ち，利用者によって新製品やサービスが生み出

されているスペースとそうではないスペースが

存在する，ということが示唆される。

スペースの成果に関する認識も尋ねている

（質問項目⑧と⑨，⑩）。運営責任者は，ス

ペース運営の現状には必ずしも満足していない

ことがうかがえる（平均値２．２６）。この項目に

ついては，否定的な見解を足し合わせると９７

スペース（６３．８％）を占めている４２）。また，多

くの運営責任者が，スペース単体で利益は出て

いないと回答している（平均値２．２８）。また，

利用者を増加させたいと考えている運営責任者

も多い（平均値４．４３）。つまり，これらの回答

傾向から，運営責任者にとって最も大きな課題

は，スペース単体で利益が出ていないことにあ

ると推測される。

５．考察

本論文でここまで検討を加えてきた内容に関

して，主要な発見事実を表１９に示す。以下で

は，ここまでの検討と同様に６つのパートに分

けて，先行する調査であるGCSや埴淵（２０１４）

で提示されている知見と本論文での知見との比

較考察を行っていく。

５．１． 施設に関する考察

座席数の比較が図２５に示されている。GCS

によると，第１回から第３回調査において，デ

スク数の平均は３８，４０，４１と推移している４３）。

本論文における調査では，３３．９席であった。

本論文で得られた日本のコワーキングスペース

４２）「全くちがう」と「どちらかといえばちがう」の
合計を指す。

４３）GCSでは，デスク数(number of desks)となっ
ている。本論文における座席数に相当すると解
釈して問題ないと思われる。

主要発見事実

施設
� 大半（約７割弱）のスペースの面積は１００㎡以下である
� 半数弱のスペースは，開放性の高い空間（パーティションで仕切られてない）を有する

運営組織

� 多く（約６割強）の運営主体はスペース事業を副業としている
� 各スペースの事業領域の多く（約６割強）は IT系とクリエイティブ／デザイン系である
� スペース事業以外の事業数は，１‐２事業が大半（約７割）を占めている
� 多く（約６割強）のスペースは，５人以下のスタッフで運営されている
� 大半（約７割強）の運営責任者は，３０‐４０代である
� 運営責任者の運営歴はほぼ（約９割強）３年以下である

戦略
� 他のスペースを競合とみなさない傾向にある一方，シェア・オフィスをはじめ多岐にわたる業界を競合と捉える傾向にある
� 運営責任者の多くがコミュニティ形成を重視している
� スペース事業単独での採算性をそれほど重視はしていない

活動
� 大半（約７割弱）のスペースは，異なるジャンルのイベントを毎週１回程度開催している
� イベントが収入や利用者の増加の契機となっているスペースとそうではないスペースに二分される傾向にある

利用者

� 開設前に想定していた利用者層と実際の利用者層はほぼ重複している
� フリーランスの利用者が約４割強を占める一方，組織人の利用者も約３割を占めている
� 利用者の約６割強は３０‐４０代であり，運営責任者の年齢層と対応している
� 多く（約６割強）のスペースは，１ヶ月の利用者数が１００名以下である。
� 会員の割合は，非常に高いグループ（約２割強）と非常に低いグループ（約３割強）に二分される傾向にある

成果

� ほとんど（約８割）のスペースの１ヶ月の売上は１００万円以下である
� 多く（約６割弱）のスペースは，飲食サービスを提供していないか，無償提供している
� 大半（約７割）の運営責任者は，利用者間の相互交流を促している
� 運営責任者は，仕事がはかどるため，利用者はスペースを利用しているものの，自身や他の利用者との交流を期待してス
ペースを利用しているわけではないと認識している

� 多く（約６割強）の運営責任者は，スペース運営の現状に必ずしも満足しておらず，単体で利益が出ていないことを課題と
とらえている

表１９ 本論文での主要発見事実
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の座席数の方がGCSの平均よりは若干少ない

ものの，国内外において，座席数に関してはほ

ぼ同様の傾向がみられると解釈可能である。こ

のことが意味するのは，運営責任者にとって，

自身が対応可能な座席数（すなわち，収容人

数）は，国や地域に限らず同様の傾向を示すと

いうことなのかもしれない。

５．２． 運営組織に関する考察

運営組織に関して比較可能な項目は，スタッ

フ数，専業度，スペース運営期間の３点であ

る。順に確認していく。GCS第２回調査によ

ると，スペース開設時のメンバーは２．８人であ

る。この数値を本論文におけるスタッフ数に直

接読み替えるには若干の問題があると思われる

が，代理変数として比較する。われわれの調査

ではスペース運営にかかわる常勤スタッフ数は

２．６３人である。すなわち，スペース運営の中

心となるスタッフについては，国内外を問わず

人数が近似していると解釈可能であると思われ

る。

GCS第２回調査によると，運営責任者の７４

％が何らかの副業を行っている。すなわち，ス

ペース運営を専業にしている事業者は少数であ

ることが示唆される。同様の傾向は本論文でも

確認できる。スペース事業の位置づけについて

回答のあった１４９スペースのうち，スペース運

営を専業とするのは，１４スペース（９．４％）に

とどまっている。

稼働期間も，GCSとは異なる指標を用いて

おり，調査の実施期間は同一ではないものの比

較可能であると思われる。GCS第２回調査で

は，稼働期間の平均は１８ヶ月である。また，

開設後１２ヶ月以内のスペースが５０％である。

本論文では，稼働期間を直接尋ねていないた

め，ここでは運営責任者のスペース運営歴を代

理変数として用いる４４）。運営歴の平均は，１９．５

ヶ月である。また，運営歴が１２ヶ月以内であ

るのは，４３スペース（２８．３％）である。平均

的な稼働期間は近似していると解釈できると考

えられる。

５．３． 戦略に関する考察

戦略については，スペースにとっての競合と

他のスペースとの関係について確認しておく。

GCS第２回調査では，スペース利用者がどこ

から移行してきたか（すなわち，以前に使用し

ていた仕事場）を，本論文では運営責任者から

みた場合の競合を尋ねているため，解釈に注意

を要するが，以下に示す比較が可能である。GCS

からは，自宅／SOHOが競合であることが推

測できる。本論文の場合，運営責任者は多岐に

わたる競合を認識していることが示唆される

が，なかでもレンタル・オフィス／シェア・オ

フィス，カフェ／ファミレス，自宅／SOHO

が競合として多数言及されている。つまり，カ

フェやファミレスが競合である点がGCSとの

違いである。

次に，他のスペースとの関係を確認してお

く。こちらも質問項目が異なるので直接の比較

は難しいが，注目に値するのは以下の点であ

る。調査対象のうち８３％のスペースが他ス

ペースと交流しており，他と交流をしていない

スペースは１０％であるということが，GCSで

４４）ここで運営責任者のスペース運営歴を用いるの
は，コワーキングスペースと銘打たれた施設が
日本で初めて開設されてから調査時点で約 4年
であり，比較的新しい事業であることから，主
たる運営責任者の運営歴と稼働期間が近似して
いると判断したためである。

図２５ 座席数の比較
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は示されている。本論文では，交流ではなく，

連携の方針について５点尺度で尋ねた結果，近

隣スペースおよび遠隔スペースとの連携は強く

はないことが示された。より具体的には，「４＝

どちらかといえばその通り」と「５＝全くその

通り」の回答数を足しても，近隣スペースと連

携しているスペースは５０（３２．９％），遠隔ス

ペースと連携しているスペースは５５（３６．２

％）にとどまる。他のスペースとの関係に関し

ては，国内外で異なる傾向が観察されるものと

思われる。

５．４． 活動に関する考察

イベントの実施状況については，GCSと本

論文の結果を直接比較することが可能である。

図２６に示されているように，GCS第２回調査

によると，イベントは平均で月に４．５回実施さ

れている。一方，本論文では，平均５．６８回の

イベントが実施されていることが明らかになっ

た。また，GCS第２回調査では，月に１０回以

上イベントを行っているスペースが１５％，１ヶ

月平均で２回イベントを実施しているスペース

が２１％であることが示されている。一方，本

論文では３８スペース（２５．０％）が月に１０回以

上イベントを実施しており，１ヶ月に２回イベ

ントを行っているのは，２３スペース（１５．１

％）である。月平均でみると，本論文の調査対

象の方が頻繁にイベントを行っている。また，

月に１０回以上イベントを行うスペースの割合

も高い。

５．５． 利用者に関する考察

利用者については，年齢と性別，職業の３つ

が比較可能である。利用者の内訳をみると，GCS

第１回調査では，４０歳未満が７８％，３０歳未満

が４１％を占めている。一方，本論文では６４．８

％の利用者が４０歳未満であり，３０歳未満の利

用者が２６．５％である。GCSの方が，３０代未満

の利用者割合が高い傾向にある４５）。

GCSでは，利用者の３分の２は男性であ

る。本論文では男性６割，女性４割である。た

だし，本論文では利用者割合を尋ねているとい

う点でGCSと異なるため，解釈に若干の注意

を要する４６）。

職業については，図２７に一部の比較が示さ

れている。利用者の５４％はフリーランス，２０

％が小規模事業者，２０％が正規従業員である

ことがGCS第１回調査では示されている。一

方，フリーランスが４２．８％，組織人が２９．７％

であることが本論文では示された。GCSの結

果のうち，正規従業員を本論文でいう組織人に

読み替えると，本論文では利用者に占める組織

人の割合が高いことが示唆される。しかし，こ

こでの割合についても，性別同様に解釈には注

意を要する４７）。

４５）埴淵（２０１４）では，２０代が２９．２％，３０代が４６．４％，
４０代が１７．１％である。すなわち，利用者の年齢
は，本論文と類似した分布であるといえる。

４６）埴淵（２０１４）では，利用者の８２．８％が男性であ
り，この点は本論文や GCSの結果とは大きく異
なる。

図２７ 利用者の職業の比較図２６ イベント回数（月）の比較
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５．６． 成果に関する考察

成果については，スペース単体で利益を上げ

ているか否かについて注目を向ける。図２８に

示されているように，GCS第２回調査による

と，半数近く（４０％）がスペース事業で利益を

上げている。一方，本論文ではスペース単体で

利益を上げているのは３１スペース（２０．４％）

にとどまる４８）。

次に，座席数に注目して，赤字のスペースの

割合を示した図２９について説明する。１０席未

満のスペースの過半数（５６％）は赤字であるこ

とがGCS第２回調査では示されている。それ

に対して，本論文の対象で１０席未満の１４ス

ペースに注目すると，スペース事業単体で利益

を上げているのは２スペース（１４．３％）にとど

まる。一方で，赤字のスペースは，１２スペー

スある（８５．７％）４９）。本論文ではサンプル数が１２

と少なく，データの解釈には注意が必要であ

る。また，５０席以上のスペースに注目する

と，GCS第２回調査では黒字が７０％，赤字が

２０％である。本論文では５０席以上を有するス

ペースが，３０スペースある。そのうち，黒字

が１３スペース（４３．３％）であり，赤字が１０ス

ペース（３３．３％）である。

６．おわりに

本論文では，６つのパートに分けてコワーキ

ングスペースの運営上の特徴に関する記述統計

の結果を示してきた。既述のように，コワーキ

ングスペースおよびコワーキングに関する経験

的研究は依然として数少ない。とりわけ，ある

国における当該現象の全体像を把握しようとし

た研究は乏しいため，国内の１５２スペースの

データにもとづく本論文の知見は，一定の意義

があると考えられる。しかし，いくつかの課題

が残されている。主たる課題は，調査設計に関

する課題と分析手法に関する課題の２つに分け

ることができる。

調査設計に関する課題のひとつは，利用者調

査を実施することである。たとえばGCSや埴

淵（２０１４）では，利用者に関するデータも収

集・分析されている。コワーキングという現象

を包括的に把握するためには，スペース運営者

のみならず，利用者の調査は不可欠である。ま

た，スペース運営に関するパネル調査を行い，

GCSの知見と比較検討することも有益である

と思われる。
４７）埴淵（２０１４）では，フリーランスが４６．９％，会

社員・公務員が１９．４％，経営者が１９．３％であった。
フリーランスについては本論文の結果と同様の
傾向がみられる。

４８）４．６．３で説明した，「スペース単体で利益確保」
という質問項目に，「どちらかといえばその通
り」と「全くその通り」と回答した数を集計す
ると，３１スペースとなる。

４９）図２４の⑩に示されている「スペース単体で利益
確保」という質問項目に対して，「１＝全くちが
う」，「２＝どちらかといえばちがう」と回答した
スペースを赤字と想定した。その数を合計する
と１２スペースある。

図２８ スペース事業単体で黒字のスペースの割合 図２９ 座席数別・赤字のスペースの割合
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分析手法上の問題としては，記述統計にとど

まっている点が挙げられる。たとえば，本論文

のデータを用いた相関分析や回帰分析などを行

い，コワーキングスペースの運営およびコワー

キングという働き方の体系的な理解を図ること

が必要と考えられる。
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